
 

平成 19年度中間決算の概要 
 

平成 19 年 11 月 14 日 

日本貨物鉄道株式会社 
 
１．営業収益   788 億円（前年同期比 ＋ 1 億円  ＋ 0.2％） 

(1) 運輸収入 ： 618 億円（前年同期比 ＋ 0.4 億円  ＋ 0.1％） 

 ・輸送量 ： 1,693 万トン（前年同期比 △ 49 万トン  △ 2.8％） 

  ① コンテナ 1,125 万トン（前年同期比 △ 1 万トン  △ 0.1％） 

     輸送障害の影響を強く受け、前年を下回る 

  ② 車 扱  568 万トン（前年同期比 △ 48 万トン  △ 7.8％） 

     燃料転換などによる石油の減送等 

(2) その他収入： 169 億円（前年同期比 ＋ 1 億円  ＋ 0.6％） 

    不動産貸付収入の増 
 

２．営業費用   769 億円（前年同期比 ＋ 1 億円  ＋ 0.1％） 

(1) 人件費： 253 億円（前年同期比 △ 5 億円  △ 2.1％） 

・ 人員差（中間期末社員数 6,959 人  前年同期比 △ 332 人） 

・ 売上高人件費比率 32.2％（前年同期 33.0％） 

(2) 物件費： 398 億円（前年同期比 ＋ 4 億円  ＋ 1.1％） 

・ 線路使用料の増等 

(3) 減価償却費： 86 億円（前年同期比 ＋ 2 億円  ＋ 5.8％） 

・ 車両の新製等 
 

３．事業別の状況 

鉄道事業営業利益 △18 億円（前年同期比 △ 0.2 億円） 

関連事業営業利益    37 億円（前年同期比 ＋ 0.7 億円） 

全事業営業利益   18 億円（前年同期比 ＋ 0.4 億円） 
 

４．営業外損益 

 (1) 営業外収益： 3 億円（前年同期比 ＋ 0.2 億円  ＋ 6.7％） 

 (2) 営業外費用：15 億円（前年同期比 ＋ 1 億円 ＋ 14.5％） 

    借入金の増に伴う支払利息の増 
 

５．経常利益   6 億円（前年同期比 △ 1 億円  △ 15.6％） 
 

６．特別損益 

 (1) 特別利益： 6 億円（前年同期比 ＋ 1 億円  ＋ 29.8％） 

区画整理事業に伴う移転補償金の増等 

 (2) 特別損失： 10 億円（前年同期比 ＋ 4 億円  ＋ 79.8％） 

新潟県中越沖地震による災害損失の増 
 

７．中間純利益   0.9 億円（前年同期比 △ 3 億円  △ 76.6％） 

 



(単位：億円・単位未満切捨）

平成18年度

中間期 中間期

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ

営業収益 787 788 1

運輸収入 618 618 0

コンテナ 541 546 5  農産品・青果物、自動車部品の増

車　扱 77 71 -5  石油、セメントの減

その他収入 168 169 1  不動産貸付増（＋2億円）

営業費 768 769 1

人件費 259 253 -5  人員差（前中間期末比 △332人）

物件費 394 398 4
 動力費（△2億円）
 線路使用料（＋6億円）

減価償却費 83 86 2  車両の新製等

租税公課 33 33 -0

厚生福利施設費相殺 -2 -2 0

営業利益 18 18 0

営業外損益 -10 -11 -1  支払利息増

経常利益 8 6 -1

特別損益 0 -3 -3  災害損失（△5億円）

税引前当期純利益 7 2 -4

法人税、住民税及び事業税 0 0 0

法人税等調整額 2 1 -1

当期純利益 4 0 -3

平成19年度
比較増減

主な増減事由

収 支 比 較 表 （平成19年度中間決算）



 

 
 
 
 
 
 
 

平成１９年度中間決算概況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成 19年 11月 14日 

 
日本貨物鉄道株式会社 

 
 
 
 
 



平成２０年３月期   個 別 中 間 決 算 概 況

平成19年11月14日

会　　　社　　　名 日 本 貨 物 鉄 道 株 式 会 社 ＵＲＬ　http://www.jrfreight.co.jp

代　　  表　　  者 代表取締役社長 小　林　　正　明

問合せ先責任者 総務部広報室長 渡　辺　　克　凡 TEL (03) 3239-9127

中間決算取締役会開催日 平成19年11月9日

1. 平成１9年9月中間期の業績（平成19年4月1日～平成19年9月30日）

(1) 経営成績 (％表示は対前年中間期増減率）

 売　上　高 営　業　利　益 経　常　利　益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年9月中間期 78,851 (　0.2)   1,892 (  2.5)      694 (△ 15.6)

18年9月中間期 78,705 (　0.4)   1,846 (△ 5.1)      823 (△ 5.2)

1 9 年  3 月 期    163,735   3,685   1,506

１ 株 当 た り

中間(当期)純利益

 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円 銭

19年9月中間期       96 （△ 76.6）          254 69

18年9月中間期     413 （△ 3.5）       1,088 34

1 9 年  3 月 期  2,199      5,789 14

(2) 財政状態

総   資   産 純　資　産  自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

19年9月中間期    342,587 45,212 13.2 118,979 05

18年9月中間期    340,834 43,319 12.7 113,999 29

1 9 年  3 月 期    346,515 45,082 13.0 118,639 46

（参考） 自己資本 19年9月中間期　45,212百万円 18年9月中間期　43,319百万円 19年3月期　 45,082百万円

2.  配当の状況

 実施しておりません

3.   20年3月期の業績予想 （平成１9年4月1日～平成20年3月31日） (％表示は対前期増減率）

1株当たり
当期純利益

百万円　％ 百万円　％ 百万円　％ 百万円　％ 円 　　銭　

   通　　　　期 169,300　(3.4） 4,400　(19.4） 2,000  (32.8） 1,100　(△50.0）

4.  その他

(1) 重要な会計方針の変更

① 会計基準等の改正に伴う変更 有 ・ 無

② ①以外の変更 有 ・ 無

(2) 発行済株式数(普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 20年3月期  株 19年3月期　 株

② 期末自己株式数 20年3月期  株 19年3月期　 株-          -          

2,894 74

380,000380,000

  売　上　高 経常利益 当期純利益営業利益
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当 中 間 期 の 事 業 概 要  

 

上半期におけるわが国経済は、一部に弱さが見られるものの緩やかな回復が

続いていますが、物流業界においては依然として国内総輸送量の減少が続いて

おり、事業者間の競争は厳しさを増しています。 

このような状況の下、3年間の中期経営計画「ニューストリーム２００７」の

仕上げの年である当期は、モーダルシフトの担い手としての役割を完遂すべく、

安全・安定輸送の確保、輸送品質の改善に努めるとともに、戦略的な販売活動

の展開や経営の効率化を行い、収支改善に向けた取り組みを強化してまいりま

した。とくに安全については、上半期においても依然として運転事故等が発生

していることから、抜本的な再発防止対策を推進し、事故の絶滅に向け全社一

丸となって取り組んでいます。 

鉄道事業においては、7 月 16 日に発生した新潟県中越沖地震により信越線が

59 日間にわたって不通となりました。この間、迂回列車の運転やトラックによ

る代行輸送により輸送力を最大限確保しました。しかしながら、当該地震によ

る影響のほか、自然災害に起因する輸送障害等により、昨年を大きく上回る

2,065 本の列車が運休しました。 

コンテナの輸送量は、農産品・青果物や自動車部品が前年を上回ったものの、

災害の影響を強く受け、積合せ貨物等が減少し、1万トン減の 1,125 万トン（対

前年 99.9％）となりました。一方、車扱の輸送量については、石油をはじめ、

すべての品目が前年を下回り、48 万トン減の 568 万トン（同 92.2％）となりま

した。輸送量合計では 49 万トン減の 1,693 万トン（同 97.2％）となりました

が、運輸収入は 0.4 億円増の 618 億円（同 100.1％）となりました。 

この結果、鉄道事業における営業収益は 0.8 億円増の 717 億円（同 100.1％）

となりましたが、業務費の増等により営業費用が増加したため、営業損失は 0.2

億円増の 18 億円となりました。 

関連事業においては、不動産貸付の拡大、既存事業の収益向上に努めた結果、

営業収益は前年同期に比べ 0.6 億円増の 71 億円（同 100.9％）、営業利益は 0.7

億円増の 37 億円（同 102.0％）となりました。 

これらの結果、全事業営業利益は 0.4 億円増の 18 億円（同 102.5％）となり

ましたが、支払利息の増により営業外費用が増加し、経常利益は 1 億円減の 6

億円（同 84.4％）となりました。これに特別損益、法人税等を加減した中間純

利益は 3億円減の 0.9 億円（同 23.4％）となりました。 

下半期におきましても、安全はすべてに優先するとの認識に立ち、安全・安

定輸送の徹底を図るとともに、お客さまのニーズにマッチした輸送品質の改善

に取り組んでまいります。10 月に自動車部品専用列車の増発を実施するととも

に、成長分野を中心とした営業活動を推進し、着実に増収を図ります。併せて、

効率的な業務体制の構築、徹底した業務の見直しにより経費の削減を進め、一

層の収支改善を目指してまいります。 



比  較  貸  借  対  照  表

(単位:百万円)

科            目 当  中  間  期  末 前     期     末 増            減 前 中 間 期 末

(H19.9.30 現在) (H19.3.31 現在) (H18.9.30 現在)

(資 産 の 部)

流　　　　動　　　　資　　　　産 32,161 34,395 △ 2,233 33,231

現　　金 　及　び 　預　　金 7,302 9,215 △ 1,913 6,414

未　　　 収　　　　運　　　 賃 12,731 14,253 △ 1,521 13,134

未　　　　　　収　　　　　　 金 1,134 2,751 △ 1,616 1,307

未　　　 収　　　　収　　　 益 653 727 △ 74 727

貯　　　　　　蔵　　　　　　 品 4,198 2,754 1,443 3,794

前　　　　　　払　　　　　　 金 2,061 1,691 369 1,422

繰　 延　　税　 金　 資　 産 2,565 2,396 168 2,325

そ             の             他 1,519 607 912 4,131

貸     倒     引     当     金 △ 4 △ 3 △ 1 △ 25

固　　　　定　　　　資　　　　産 310,425 312,120 △ 1,694 307,602

鉄  道  事  業  固 定 資 産 223,439 224,585 △ 1,145 218,603

関　連  事  業  固 定 資 産 44,290 44,758 △ 468 46,451

各 事 業 関 連 固 定 資 産 15,412 15,766 △ 353 13,501

そ  の  他  の  固 定 資 産 10 12 △ 1 12

建　　 設　　 仮　　 勘　　定 3,587 2,588 999 2,378

投  資  そ の 他  の 資  産 23,684 24,409 △ 725 26,655

関 係 会 社 株 式 8,901 8,978 △ 77 8,955

投 資 有 価 証 券 865 970 △ 104 1,006

長 期 前 払 費 用 3,648 3,905 △ 257 4,106

繰 延 税 金 資 産 9,624 9,926 △ 301 11,887

そ の 他 693 679 14 750

貸 倒 引 当 金 △ 48 △ 49 1 △ 51

資　　　産　　　合　　　計 342,587 346,515 △ 3,928 340,834

(注) 1 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

  　　2 有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　　　　　 

(当中間期末) (前期末) (前中間期末)

295,942百万円 288,996百万円 284,443百万円
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比  較  貸  借  対  照  表
(単位:百万円)

科            目 当  中  間  期  末 前     期     末 増            減 前 中 間 期 末

(H19.9.30 現在) (H19.3.31 現在) (H18.9.30 現在)

(負 債 の 部)

流  動  負  債 53,618 49,493 4,125 50,341

短 期 借 入 金 11,000 － 11,000 5,000

1年以内返済長期借入金 12,114 12,305 △ 190 12,127

未 払 金 15,967 23,587 △ 7,619 17,583

未 払 費 用 811 803 7 792

未 払 法 人 税 等 198 － 198 208

未 払 消 費 税 等 718 703 14 704

前 受 金 2,508 2,297 211 4,687

前 受 収 益 1,880 1,641 238 1,806

賞 与 引 当 金 4,565 4,455 110 4,622

環 境 対 策 引 当 金 417 251 165 －

そ の 他 3,435 3,446 △ 11 2,808

固  定  負  債 243,756 251,939 △ 8,182 247,173

長 期 借 入 金 105,044 110,967 △ 5,923 99,158

支配株主からの長期借入金 31,954 31,954 － 31,954

退 職 給 付 引 当 金 62,628 64,724 △ 2,096 71,420

環 境 対 策 引 当 金 195 405 △ 210 －

そ の 他 43,934 43,887 46 44,640

負 債 合 計 297,374 301,432 △ 4,057 297,514

(純 資 産 の 部)

株　　　　主　　　　資　　　　本 45,595 45,498 96 43,712

資 本 金 19,000 19,000 － 19,000

資 本 剰 余 金 15,300 15,300 － 15,300

　 資　　本　　準　　備　　金 15,300 15,300 － 15,300

利 益 剰 余 金 11,294 11,197 96 9,411

そ の 他 利 益 剰 余 金 11,294 11,197 96 9,411

圧 縮 積 立 金 24,198 24,699 △ 501 26,238

圧縮特別勘定積立金 1,069 1,069 － 1,427

特 別 償 却 準 備 金 70 90 △ 19 110

繰 越 利 益 剰 余 金 △ 14,043 △ 14,662 618 △ 18,365

評　価　・　換　算　差　額　等 △ 383 △ 415 32 △ 392

その他有価証券評価差額金 127 165 △ 37 187

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △ 511 △ 581 70 △ 579

純 資 産 合 計 45,212 45,082 129 43,319

負 債 及 び 純 資 産 合 計 342,587 346,515 △ 3,928 340,834
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比  較  損  益  計  算  書
(単位:百万円)

当  中  間  期 前  中  間  期 前        期
科            目 (H19.4. 1  から) (H18.4. 1  から) 増            減 (H18.4. 1  から)

(H19.9.30 まで) (H18.9.30 まで) (H19.3.31 まで)

鉄  道  事  業

営 業 収 益 71,738 71,652 85 149,374

営 業 費 73,620 73,508 112 153,333

営 業 損 失 1,882 1,855 26 3,958

関  連  事  業

営 業 収 益 7,113 7,052 61 14,360

営 業 費 3,338 3,350 △ 11 6,715

営 業 利 益 3,774 3,701 72 7,644

1,892 1,846 45 3,685

営　　　 業　　　 外　　　 収　　　 益 347 325 21 660

営　　　 業　　　 外　　　 費　　　 用 1,544 1,348 196 2,839

経　　　　　常　　　　　 利　　　　　益 694 823 △ 128 1,506

657 506 150 8,605

1,053 586 467 5,586

298 743 △ 445 4,525

91 85 5 174

110 244 △ 133 2,151

96 413 △ 316 2,199

(注) 1  記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

      2  特別利益の主な内訳　　  

(当中間期) (前中間期) (前    期)
固 定 資 産 売 却 益 99百万円 141百万円 2,012百万円

      3  特別損失の主な内訳     

(当中間期) (前中間期) (前    期)
中越沖地震災害損失 515百万円 －百万円 －百万円
固 定 資 産 除 却 費 206百万円 146百万円 749百万円
環 境 対 策 費 用 101百万円 －百万円 645百万円

特 別 利 益

特 別 損 失

税引前中間 （ 当 期 ） 純 利益

法人税、住民税及び事業税

全　  事　  業　 営　  業　  利　  益

法 人 税 等 調 整 額

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益
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当中間会計期間（自　平成19年4月1日　至　平成19年9月30日） （単位  百万円） 

資本剰余金

圧縮積立金
圧縮特別勘
定積立金

特別償却
準備金

繰越利益
剰余金

平成19年3月31日残高           19,000       15,300 24,699        1,069 90 △ 14,662     11,197          45,498

中間会計期間中の変動額

　中間純利益 96           96                96

　圧縮積立金の取崩 △ 501 501            -                 -

　圧縮特別勘定積立金の取崩              -                 -

　特別償却準備金の取崩 △ 19 19            -                 -

　圧縮積立金の積立              -                 -

　圧縮特別勘定積立金の積立              -                 -

　株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純額）

 

中間会計期間中の変動額合計                   -               - △ 501              - △ 19 618           96                96

平成19年9月30日残高           19,000       15,300 24,198 1,069 70 △ 14,043     11,294          45,595

平成19年3月31日残高                165 △ 581 △ 415       45,082

中間会計期間中の変動額

　中間純利益               -            96

　圧縮積立金の取崩               -              -

　圧縮特別勘定積立金の取崩               -              -

　特別償却準備金の取崩               -              -

　圧縮積立金の積立               -              -

　圧縮特別勘定積立金の積立               -              -

　株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純額）

△ 37 70 32 32

中間会計期間中の変動額合計 △ 37 70 32 129

平成19年9月30日残高                127 △ 511 △ 383 45,212

（注）   記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

評価・換算
差額等合計

利益剰余
金合計

資　本　金

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損益

中　間　株　主　資　本　等　変　動　計　算　書

株　主　資　本

利　益　剰　余　金

そ　の　他　利　益　剰　余　金 株主資本合
計資本準備金
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重要な会計方針

1 資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券

　　償却原価法（定額法）によっております。

子会社株式及び関連会社株式

　  移動平均法による原価法によっております。

その他有価証券

　　時価のあるもの

　　　 中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理

     し、売却原価は、移動平均法により算定）によっております。

　　時価のないもの

　　　　移動平均法による原価法によっております。

(2)デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法によっております。

(3)たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品　　　移動平均法による原価法によっております。

2 固定資産の減価償却の方法

(１)有形固定資産

建物は定額法、その他は定率法によっております。

 ただし、鉄道事業取替資産については、取替法によっております。

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ３～６０ 年

車両 １０～３０ 年

機械装置 ７～２０ 年

工具器具備品 ２～２０ 年

(２)無形固定資産

定額法によっております。 ただし、自社利用ソフトウェアについては、社内における利用可能

 期間（5年）に基づく定額法によっております。

3 引当金の計上基準

(１)貸倒引当金

金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により計上し、

 貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

 しております。

(２)賞与引当金

従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額基準により計上したものと、それにかかる社会

 保険料の会社負担額を含めて計上しております。

-7-



(３)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、

 当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

また、数理計算上の差異は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

 年数（14年）による定額法により按分した額をそれぞれ、発生の翌事業年度から費用処理してお

 ります。

(4)役員退職慰労引当金

役員及び執行役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上し

 ております。

(5)環境対策引当金

保管するＰＣＢ廃棄物等の処理費用の支出に備えるため、その見積もり額を計上しております。

4 工事負担金等の会計処理方法

鉄道事業における連続立体交差等の高架化工事や踏切道路拡幅工事等を行うにあたり、地

 方公共団体等より工事費の一部として工事負担金等を受けております。

これらの工事負担金等は、工事完成時に当該工事負担金等相当額を取得した固定資産の

 取得原価から直接減額して計上しております。なお、損益計算書においては、工事負担金等

 受入額を特別利益に計上するとともに、固定資産の取得原価から直接減額した額を固定資産

 圧縮額として特別損失に計上しております。

5 リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ

 いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

6 ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

7 消費税等の会計処理

税抜き方式によっております。
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表 － １  輸送実績の概要

項                  目 前 中 間 期 当 中 間 期 比            較

増    減 前期比%

運   輸   収   入 （億円） 618 618 0 100.1

コ   ン   テ   ナ 541 546 5 101.1

車              扱 77 71 △ 5 92.9

輸　　送　　量  （万トン） 1,743 1,693 △ 49 97.2

コ   ン   テ   ナ 1,126 1,125 △ 1 99.9

車              扱 617 568 △ 48 92.2

輸送トンキロ（億ﾄﾝｷﾛ） 109 109 △ 0 99.2

コ   ン   テ   ナ 99 99 △ 0 99.9

車              扱 10 9 △ 0 92.8

（注）  記載金額等は単位未満を切り捨てて表示しております。

表 － ２  主要品目別輸送量 （単位  千トン、％）

扱　　別 品　　　　　目 前 中 間 期 当 中 間 期 　　　　　増　　減 前期比%

農産品・青果物 939 1,021 82 108.7

化 学 工 業 品 1,100 1,097 △ 2 99.8

化 学 薬 品 837 801 △ 36 95.6

食 料 工 業 品 1,740 1,721 △ 18 98.9

紙 ・ パ ル プ 1,888 1,852 △ 36 98.1

コ ン テ ナ 他 工 業 品 802 830 28 103.6

積 合 せ 貨 物 1,260 1,209 △ 51 95.9

自 動 車 部 品 330 366 35 110.9

家電・情報機器 194 201 7 104.0

エ コ 関 連 物資 211 179 △ 31 84.9

そ の 他 1,960 1,971 11 100.6

コ ン テ ナ 計 11,265 11,253 △ 11 99.9

石 油 3,832 3,519 △ 313 91.8

セ メ ン ト 408 334 △ 74 81.9

車   　　扱 石 灰 石 393 384 △ 8 97.7

車 両 682 647 △ 35 94.9

そ の 他 853 800 △ 53 93.8

車 扱 計 6,170 5,686 △ 484 92.2

合　　　　　　　計 17,435 16,939 △ 496 97.2

（注）  記載輸送量は単位未満を切り捨てて表示しております。
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平成２０年３月期 中間連結決算概況について 

 

 

 

当中間連結決算より連結会社の範囲を見直し、連結子会社 27 社（前年同期

30 社）、持分法適用会社 10 社（同 35 社）を対象にして作成しております。 

連結経営成績は、売上高が前年同期比 90 億円（10.1％）増の 989 億円、営

業利益が前年同期比 0.9 億円（4.0％）増の 25 億円、経常利益が前年同期比 

0.3 億円（2.9％）減の 12 億円となり、中間純利益は前年同期比 2 億円

（35.7％）減の 4 億円となりました。 

連結財政状態は、総資産が前期末比 69 億円増の 3,913 億円、自己資本が

前期末比 16 億円減の 548 億円で、自己資本比率 14.0％、1 株当たり純資産

が 144,232 円 05 銭となりました。 

連結キャッシュ・フローの状況は、営業活動によるキャッシュ・フローが 51 億

円の流入、投資活動によるキャッシュ・フローが 100 億円の流出となり、財務活

動によるキャッシュ・フローが 25 億円の流入となりました。 



　平 成 ２０ 年 ３ 月 期    中 間 連 結 決 算 概 況
平成19年11月14日

日本貨物鉄道株式会社

代表取締役社長

総務部広報室長 TEL (03) 3239 - 9127

決算取締役会開催日　　平成19年11月9日

（百万円未満切捨て）

１．  19年9月中間期の連結業績（平成19年4月1日～平成19年9月30日）

(1) 連結経営成績 （％表示は対前年中間期増減率）

 売     上     高 営   業   利   益 経   常   利   益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年9月中間期 98,915 10.1 2,541 4.0 1,275 △2.9 421 △35.7

18年9月中間期 89,876 △0.2 2,444 12.7 1,314 26.8 655 45.6

19年3月期 186,917 - 4,772 - 2,424 - 2,574 -

１株当たり中間

（当期） 純利益 １株当たり中間

（当期） 純利益

円 銭 円 銭

19年9月中間期 1,108 75 - -

18年9月中間期 1,723 70 - -

19年3月期 6,775 54 - -

（参考）　　持分法投資損益 19年9月中間期 　45百万円 18年9月中間期 　8百万円 19年3月期 　143百万円

(2) 連結財政状態

総    資    産 純    資    産  自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

19年9月中間期 391,339 62,231 14.0 144,232 05

18年9月中間期 380,002 57,220 14.3 143,353 81

19年3月期 384,416 59,203 14.7 148,460 31

（参考） 　自己資本 19年9月中間期 54,808 百万円 18年9月中間期 54,474 百万円 19年3月期 56,414 百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による       投資活動による       財務活動による 現金及び現金同等物

     キャッシュ・フロー      キャッシュ・フロー      キャッシュ・フロー 期  末  残  高

百万円 百万円 百万円 百万円

19年9月中間期 5,152 △10,087 2,590 11,886

18年9月中間期 3,549 △11,137 △2,307 9,878

19年3月期 11,663 △22,821 3,904 12,831

２．  20年3月期の連結業績予想（平成19年4月1日～平成20年3月31日） （％表示は対前期増減率）
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通　　期 206,400 10.4 5,400 13.2 3,000 23.7 1,400 △45.6 3,684 21

３．　その他

（１） 連結範囲及び持分法の適用に関する事項

連結子会社数　 27 社 持分法適用非連結子会社数 0 社 持分法適用関連会社数 10 社

（２） 連結範囲及び持分法の適用の異動状況

連結 （新規） 5 社 （除外） 8 社 持分法 （新規） 0 社 （除外） 25 社

（３） 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる

　　　重要な事項の変更に記載されるもの）

① 会計基準等の改正に伴う変更 無

② ①以外の変更 無

（４） 発行済株式数　（普通株式）

①期末発行済株式数（自己株式を含む）  19年9月中間期 株 18年9月中間期 株  19年3月期 株

②期末自己株式数  19年9月中間期 - 株 18年9月中間期 - 株  19年3月期 - 株

代 表 者

会 社 名

中間 （当期） 純利益

当期純利益売　上　高 営業利益 経常利益

 潜在株式調整後

小 林 正 明

渡 辺 克 凡

380,000 380,000 380,000

問合せ先責任者
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連　結 貸 借 対 照 表
（平成１９年９月３０日　現在） （単位：百万円）

前連結会計年度
当中間連結
会計期間末

増　　　減 比　率

科        目 金　　額 金　　額 金　　額 ％

  （資  産  の  部）
流　　動　　資　　産 45,206 49,127 3,921 108.7

13,547 12,807 △ 739 94.5
6,544 13,564 7,020 207.3
14,473 9,158 △ 5,315 63.3
2,819 4,250 1,430 150.7
7,821 9,347 1,526 119.5

固　　定　　資　　産 339,209 342,211 3,001 100.9
301,749 309,234 7,484 102.5
3,484 3,598 114 103.3
33,975 29,378 △ 4,597 86.5

投 資 有 価 証 券 16,396 11,584 △ 4,811 70.7
長 期 前 払 費 用 3,923 3,681 △ 241 93.8
繰 延 税 金 資 産 10,315 10,291 △ 24 99.8
そ の 他 3,340 3,820 480 114.4

384,416 391,339 6,923 101.8

  （負  債  の  部）
流　　動　　負　　債 60,796 68,604 7,808 112.8

19,747 30,245 10,497 153.2
27,999 24,169 △ 3,830 86.3
5,185 5,403 218 104.2
7,863 8,785 922 111.7

固　　定　　負　　債 264,416 260,502 △ 3,913 98.5
149,938 146,915 △ 3,022 98.0
66,132 64,430 △ 1,701 97.4
48,345 49,156 810 101.7
325,212 329,107 3,895 101.2

  （純　資　産  の  部）
19,000 19,000 － 100.0
15,300 15,300 － 100.0
22,181 20,627 △ 1,554 93.0
56,482 54,928 △ 1,554 97.2
△ 67 △ 120 △ 52 178.0
2,788 7,423 4,634 266.2
59,203 62,231 3,028 105.1

384,416 391,339 6,923 101.8

連　結 損 益 計 算 書
平成19年4月 1日から
平成19年9月30日まで （単位：百万円）

前中間連結
会計期間

当中間連結
会計期間

増　　　減 比　率

科        目 金　　額 金　　額 金　　額 ％

89,876 98,915 9,038 110.1
87,432 96,374 8,941 110.2
2,444 2,541 96 104.0
348 433 85 124.5
1,478 1,699 221 114.9
1,314 1,275 △ 38 97.1
613 787 174 128.5
613 1,016 403 165.7
1,314 1,046 △ 267 79.6
332 419 86 126.0
259 118 △ 140 45.8
67 87 20 130.0
655 421 △ 233 64.3

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

評 価 ・ 換 算 差 額 等
少 数 株 主 持 分

そ の 他

有 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産

資 産 合 計

短 期 借 入 金 等
支払手形及び買掛金等
賞 与 引 当 金

現 金 ・ 預 金
受取手形及び売掛金等
未 収 運 賃
た な 卸 資 産

そ の 他

長 期 借 入 金
退 職 給 付 引 当 金
そ の 他
負 債 合 計

営 業 利 益

負 債 純 資 産 合 計

営 業 収 益
営 業 費

資 本 金
資 本 剰 余 金

純 資 産 合 計

利 益 剰 余 金
株 主 資 本 合 計

営 業 外 収 益
営 業 外 費 用
経 常 利 益
特 別 利 益

少 数 株 主 利 益
中 間 純 利 益

特 別 損 失
税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
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八戸臨海鉄道㈱
仙台臨海鉄道㈱
秋田臨海鉄道㈱
福島臨海鉄道㈱
鹿島臨海鉄道㈱
京葉臨海鉄道㈱
神奈川臨海鉄道㈱
名古屋臨海鉄道㈱
衣浦臨海鉄道㈱
水島臨海鉄道㈱

臨海鉄道１０社 倉庫・物資別９社

◎日本ｵｲﾙﾀｰﾐﾅﾙ㈱
日本運輸倉庫㈱

名光急送㈱
東京輸送㈱
㈱オー・エル・エス

◎関西化成品輸送㈱
◎㈱飯田町紙流通ｾﾝﾀｰ
㈱大阪鉄道倉庫

◎㈱東京液体化成品ｾﾝﾀｰ

利用運送３社

◎全国通運㈱
日本ﾌﾚｰﾄﾗｲﾅｰ㈱
北海道ｼﾞｪｲｱｰﾙ物流㈱

ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ１０社

㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・
東北ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ

㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・
北関東ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ

㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・
新潟ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ

㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・
信州ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ

㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・
東海ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ

㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・
北陸ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ

㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・
関西ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ

㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・
山陽ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ

㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・
中国ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ

㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・
九州ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ

関連その他５社

ｼﾞｪｲｱｰﾙｴﾌ商事㈱
東京貨物開発㈱
㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・

不動産開発
北九州貨物鉄道

施設保有㈱
㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・

ﾘｻｰﾁｾﾝﾀｰ

平成１９年度連結財務諸表作成上の連結対象会社

連結子会社 ２７社

◎は当中間期より持分法適用会社から
連結子会社になった会社

持分法適用会社 １０社
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